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告 示

島根県告示第271号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第291条の３第１項の規定により、令和５年３月29日付けで雲南広域連合の規約の

変更を許可したので、同条第５項の規定により告示する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

島根県告示第272号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項及び第165条の３第１項の規定により委託した事務の委託を解

除したので、島根県会計規則（昭和39年島根県規則第22号）第31条の３第２項及び第56条の２第２項の規定により次のと

おり告示する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 委託した者の住所及び名称

東京都千代田区麹町１－６－２

社会福祉法人日本保育協会

２ 委託した支払金等の種類及び事務の内容

保育士登録に係る手数料の徴収及び収納事務並びに手数料の還付金の支出事務

３ 委託の解除年月日

令和５年３月31日

島根県告示第273号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項及び第165条の３第１項の規定により次のとおり事務を委託し

たので、同令第158条第２項及び島根県会計規則（昭和39年島根県規則第22号）第56条の２第１項の規定により告示す

る。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 委託した者の住所及び名称

東京都千代田区麹町１－６－２

社会福祉法人日本保育協会

２ 委託した支払金等の種類及び事務の内容

保育士登録に係る手数料の徴収及び収納事務並びに手数料の還付金の支出事務

３ 委託の開始年月日

令和５年４月１日

島根県告示第274号

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により保安林の指定をするので、同法第33条第６項において
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第402号 島 根 県 報 令和５年４月７日

準用する同条第１項の規定により告示する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 保安林の所在場所

浜田市金城町波佐イ1112－内１からイ1112－内３まで、イ1112－内５、イ1112－内７からイ1112－内11まで、イ1112

－12、イ1113－１、イ1113－２

２ 指定の目的

水源の涵養
かん

３ 指定施業要件

 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐その他特別の場合の伐採に係るものは、次のとおりとする。

 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び浜田市役所に備え置いて縦覧に供する。）

島根県告示第275号

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により保安林の指定をするので、同法第33条第６項において

準用する同条第１項の規定により告示する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 保安林の所在場所

出雲市古志町字新宮4124、4126、4126－続１

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び出雲市役所に備え置いて縦覧に供する。）

島根県告示第276号

次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する

同法第30条の２第１項の規定により告示する。

令和５年４月７日
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島根県知事 丸 山 達 也

１ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

大田市（次の図に示す部分に限る。）

 保安林として指定された目的

水源の涵養
かん

 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

主伐に係る伐採種は、定めない。(ア)

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標(イ)

準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。(ウ)

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

２ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

大田市（次の図に示す部分に限る。）

 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

主伐は、択伐による。(ア)

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標(イ)

準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。(ウ)

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

３ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

大田市（次の図に示す部分に限る。）

 保安林として指定された目的

公衆の保健

 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

主伐は、択伐による。(ア)

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標(イ)

準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。(ウ)

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を島根県庁及び大田市役所に備え置いて縦覧に供

する。）

島根県告示第277号

次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する

同法第30条の２第１項の規定により告示する。

令和５年４月７日
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島根県知事 丸 山 達 也

１ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

大田市（次の図に示す部分に限る。）

 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

主伐は、択伐による。(ア)

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標(イ)

準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。(ウ)

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

２ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

大田市（次の図に示す部分に限る。）

 保安林として指定された目的

飛砂の防備

 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

主伐は、択伐による。(ア)

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標(イ)

準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。(ウ)

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

３ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

大田市（次の図に示す部分に限る。）

 保安林として指定された目的

風害の防備

 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

主伐に係る伐採種は、定めない。(ア)

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標(イ)

準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。(ウ)

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

４ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

大田市（次の図に示す部分に限る。）

 保安林として指定された目的

魚つき

 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

主伐に係る伐採種は、定めない。(ア)

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標(イ)
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準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。(ウ)

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

５ 指定施業要件の変更の予定に係る保安林の所在場所

大田市（次の図に示す部分に限る。）

 保安林として指定された目的

名所又は旧跡の風致の保存

 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

主伐は、択伐による。(ア)

主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標(イ)

準伐期齢以上のものとする。

間伐に係る森林は、次のとおりとする。(ウ)

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を島根県庁及び大田市役所に備え置いて縦覧に供

する。）

島根県告示第278号

漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条の２第２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区につい

て、同法第112条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第112条の２第３項及び漁船損害等補償法施行規則

（昭和27年農林省令第18号）第25条の規定により告示する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

大社町加入区（漁業協同組合ＪＦしまね）

島根県告示第279号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において準用

する同法第５条第３項の規定により、次のとおり告示し、関係書類を縦覧に供する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から４月以内に、次の４に定めるところにより意見を述べることができる。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

株式会社ウシオ上成店 島根県出雲市大津町1105番外

 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所

内藤鉄工株式会社 代表取締役社長 内藤 輝一 島根県出雲市湖陵町板津368

 変更した事項

大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

（変更前）内藤鉄工株式会社 代表取締役社長 内藤 貫一
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（変更後①）内藤鉄工株式会社 代表取締役社長 内藤 恭市

（変更後②）内藤鉄工株式会社 代表取締役社長 内藤 輝一

 変更の年月日

（変更後①）平成10年11月27日

（変更後②）平成20年４月１日

２ 届出年月日

令和５年３月27日

３ 届出及び添付書類の縦覧場所

出雲市経済観光部商工振興課（出雲市今市町70）

４ 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

 意見書の提出先

松江市殿町１番地 島根県商工労働部中小企業課

 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

 その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

島根県告示第280号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において準用

する同法第５条第３項の規定により、次のとおり告示し、関係書類を縦覧に供する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から４月以内に、次の４に定めるところにより意見を述べることができる。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

ラピタ本店 島根県出雲市今市町87番地

 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所

島根県農業協同組合 代表理事組合長 石川 寿樹 島根県松江市殿町19番地１

 変更しようとする事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

（変更前）午前９時30分から午後９時まで

（変更後）午前９時から午後８時まで

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

（変更前）午前９時から午後９時30分まで

（変更後）午前８時30分から午後９時まで
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 変更の年月日

令和５年４月１日

２ 届出年月日

令和５年３月29日

３ 届出及び添付書類の縦覧場所

出雲市経済観光部商工振興課（出雲市今市町70）

４ 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

 意見書の提出先

松江市殿町１番地 島根県商工労働部中小企業課

 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

 その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

島根県告示第281号

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第５項の規定による届出があったので、同条第６項の規定により

次のとおり告示する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

株式会社ウシオ上成店 島根県出雲市大津町1105番外

 大規模小売店舗を設置する者の名称及び代表者の氏名並びに住所

内藤鉄工株式会社 代表取締役社長 内藤 輝一 島根県出雲市湖陵町板津368

 大規模小売店舗内の廃止前の店舗面積の合計

1,644平方メートル

 大規模小売店舗内の廃止後の店舗面積の合計

０平方メートル

 大規模小売店舗内の店舗面積の合計が1,000平方メートル以下となる日

令和４年４月４日

２ 届出年月日

令和５年３月27日

島根県告示第282号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の規定により、次に掲げる土地の
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区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第３項の規定により告示する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 区域の名称 下谷中

２ 土地の表示

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から25号までを順次に結んだ線及び標柱１号と25号を結んだ線により囲まれ

た区域

所 在 及 び 地 番 標 柱 番 号

雲南市三刀屋町伊萱926番 １号及び25号

〃 925番 ２号及び４号、19号から24号まで

〃 554番 ３号及び５号

〃 553番３ ６号

〃 550番２ ７号

〃 552番 ７号

〃 548番１ ８号

〃 546番 ９号、11号及び12号

〃 922番 10号及び18号

〃 544番 13号から15号まで

〃 541番１ 16号

〃 541番４ 16号及び17号

〃 539番 18号

公 告

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、基本測量の実施について国土交通省国土地理院長から次

のとおり通知を受けたので、同条第３項の規定により公告する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 作業種類

基本測量（航空レーザ測量による高精度標高データ整備）

２ 作業期間

令和５年５月22日から令和６年３月31日まで

３ 作業地域

浜田市、江津市、邑南町

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により、次の基本測量は、令和５年３月31日に終了した旨国土交

通省国土地理院長から通知を受けたので、同条第３項の規定により公告する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 作業種類

9
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基本測量（湖沼調査）

２ 作業期間

令和４年５月１日から令和５年３月31日まで

３ 作業地域

中海

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により、次の基本測量は、令和５年３月20日に終了した旨国土交

通省国土地理院長から通知を受けたので、同条第３項の規定により公告する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 作業種類

基本測量（航空レーザ測量による高精度標高データ整備）

２ 作業期間

令和４年６月１日から令和５年３月20日まで

３ 作業地域

邑南町、吉賀町

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、次の公共測量は、令和５年

３月20日に終了した旨島根県知事から通知を受けたので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公

告する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 作業種類

公共測量（基準点測量）

２ 作業期間

令和４年10月24日から令和５年３月20日まで

３ 作業地域

出雲市佐田町地内

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、次の公共測量は、令和５年

３月24日に終了した旨島根県知事から通知を受けたので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公

告する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 作業種類

公共測量（数値地形図データ更新）

２ 作業期間

令和４年９月６日から令和５年３月24日まで

３ 作業地域

10
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益田市

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、次の公共測量は、令和５年

３月24日に終了した旨安来市長から通知を受けたので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公告

する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 作業種類

公共測量（数値地形図データ作成）

２ 作業期間

令和４年９月１日から令和５年３月24日まで

３ 作業地域

安来市広瀬町地内

特 定 調 達 公 告

次のとおり随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成７年政令第372号）第12条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成７年島

根県規則第83号）第９条の規定により公告する。

令和５年４月７日

島根県知事 丸 山 達 也

１ 件名及び数量

第２期テクノアークしまねネットワーク情報基盤整備業務 一式

２ 契約に関する事務を担当する本庁等の名称及び所在地

島根県商工労働部産業振興課 島根県松江市殿町１番地

３ 随意契約の相手方を決定した日

令和５年３月28日

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所

ＮＥＣフィールディング株式会社山陰支店 支店長 田中 悟 島根県松江市袖師町２－38ＮＫＴビル

５ 随意契約に係る契約金額

38,022,160円（消費税及び地方消費税の額を含む。）

６ 契約の相手方を決定した手続

随意契約

７ 随意契約によることとした理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項第２号の規定による。
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